
Ⅰ．はじめに

　乾シイタケ栽培は，生産者の高齢化およびシイタケ価格の低迷

などによって，生産量が減少している。このような状況の中で，

生産の効率を上昇させ，労働強度を低減させるためには，玉切り

原木の供給が方策の一つとして考えられている。

　乾シイタケ栽培において，原木の伐採時期は，慣行により１１月

中旬頃が最適とされてきた。しかし，原木の供給を事業的に行う

場合には，伐採から玉切りまでの時期が集中するために，作業人

員の確保や運搬により慣行の適期と異なる時期に供給される可能

性が考えられる。このため，原木の伐採時期と子実体の発生の関

係について検討を行う必要がある。原木の伐採時期あるいは玉切

り時期と菌糸の蔓延の関係については，過去に試験研究事例（安

藤ほか，１９８０；日高・温水，１９７１；日高ほか，１９７５；久保田・温

水，１９７１；松尾ほか，１９７６；西門・古谷，１９６９）がみられ，子実

体発生との関係を調査した事例も（石井ほか，１９８９；西尾，

１９８５；林野庁，１９８４）みられるが，今回は原木の伐採時期を適期

とは大きく異なる時期に行い，子実体発生との関係について検討

した結果を報告する。

Ⅱ．材料および方法

　原木は大分県きのこ研究指導センター内の１８年生のクヌギを用

い，１９９７年１１月および１９９８年の１月，５月，７月，９月上旬に伐採

し，ただちに玉切りおよび接種を行った。

　種菌は，市販の低温性品種森１２１号の種菌から分離しPDA寒天

培地で保存していた菌株を供試し，伐採時期に合わせて木片種菌

を調製した。

　伏せ込みは，接種直後から伐採時期ごとに一定期間仮伏せを行

い，仮伏せ期間終了後に本伏せを当センター内の人工ほだ場内に

よろい伏せで行った。

　試験区は，伐採時期と種菌接種後の仮伏せ期間中の管理が与え

る影響について検討するために，伐採時期ごとに仮伏せ方法を設

定した。１９９７年１１月伐採の原木については，Ａ区が無散水２０日間

放置後１２月上旬に本伏せ，Ｂ区が接種直後に１５時間散水しビニー

ルと黒色の被陰材料（商品名：ダイオネット，遮光率８５％，以下，

ネットとする）で被覆２０日後１２月上旬に本伏せの２試験区とした。

１９９８年１月伐採の原木については，Ｃ区が無散水２０日間放置後２

月上旬本伏せ，Ｄ区が接種直後に１５時間散水しビニールとネット

で被覆２０日後２月上旬に本伏せ，Ｅ区が接種直後に１５時間散水し

ビニールとネットで被覆４０日後２月下旬本伏せの３試験区とした。

１９９８年５月伐採の原木については，Ｆ区がビニールハウス（以下，

ハウスとする）で週３回１回当たり２時間の散水を行い７月上旬

に本伏せ，Ｇ区がハウスで週１回２時間の散水を行い７月上旬に

本伏せ，Ｈ区が室内栽培実験棟発生室（以下，発生室とする）で

週２回１回当たり２時間の散水を行い１１月上旬に本伏せの３試験

区とした。１９９８年７月伐採の原木については，Ｉ区がハウスで週

３日１回２時間の散水を行い８月上旬に本伏せ，Ｊ区がハウスで

週１回２時間の散水を行い８月上旬に本伏せ，Ｋ区が発生室で週

２回１回当たり２時間の散水を行い１１月上旬に本伏せの３試験区

とした。１９９８年９月伐採の原木については，Ｌ区がハウスで週３

回１回当たり２時間の散水を行い１０月上旬に本伏せ，Ｍ区がハウ

スで週１回２時間の散水を行い１０月上旬に本伏せの２試験区とし

た。なお，発生室を使用したＨおよびＫ区の散水条件はほだ木搬

入後３０日間に適用し以降は週１回２時間の散水とし，温度条件の

制御は大分市における各月の平均気温の平年値（気象庁，１９９１）

による３時間ごとのプログラム制御とした。

　１試験区当たり４０本のほだ木を供試し，ほだ木樹皮表面上の害

菌の発生状況，シイタケ菌糸蔓延状況および比重調査，子実体発

生状況について調査を行った。害菌の発生状況は，ほだ木１本ご

とに，ほだ木樹皮表面に発生した害菌の種類と樹皮表面に占める

割合を５％刻みの肉眼判定で調査した。シイタケ菌糸蔓延状況は，

１試験区当たり５本のほだ木を無作為抽出し，剥皮を行い材表面

の蔓延率を５％刻みで肉眼判定し，断面は表面の調査後ほだ木を

中央部で切断して表面と同様に調査した。比重は，切断した中央

部で厚さ１５㎜の円盤を採取し，種菌の接種部位から１５×１５㎜の試
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料を切りだし絶乾法により調査した。子実体発生量調査は，剥皮

調査の残存ほだ木を１９９９年１２月上旬にほだ起こしを行い，当セン

ター内のスギ林内ほだ場で子実体の発生個数，生重量および乾燥

重量を調査した。

Ⅲ．結果および考察

＜害菌発生状況＞　１９９７年１１月伐採のＡ区から１９９８年７月伐採の

Ｋ区については，１９９８年１０月および１９９９年１２月の２回，１９９８年９

月伐採のＬおよびＭ区は１９９９年１２月に調査を行い試験区ごとの害

菌被害程度を表－１に示した。伐採時期ごとに比較してみると，

７月伐採および５月伐採の試験区が他の試験区より被害程度が高

かった。その中で，仮伏せをビニールハウスで行い散水回数が週

１回であったＪ区およびＧ区が特に高かった。また，９月伐採の

ＬおよびＭ区は他の試験区の１回目と比較しても被害程度が小さ

かった。調査時期では，Ａ区およびＪ区を除いて１回目と２回目

の調査で害菌の被害程度は大きな差がなく，平均値の差の検定で

も有意差が認められなかった。

　１９９８年１０月の調査時に発生が多かった３種類の害菌の種名およ

び試験区ごとの被害本数率を表－１に示した。試験区全体で発生

していた害菌は一般的にみられるものがほとんどであったが，こ

れまで害菌としては一般的でなかった（古川・野淵，１９８６）クロ

ハナビラタケが一部試験区を除いて高頻度で発生していた。また，

５月および７月に伐採しハウスで仮伏せを行ったＦ，Ｇ，Ｉ，Ｊ

区でクロコブタケの発生が多かった。代表的な湿性の害菌である

（古川・野淵，１９８６）ダイダイタケは１月伐採の試験区と１１月伐

採の一部の試験区で発生がみられ，Ｃ区で高頻度に発生していた。

＜シイタケ菌糸蔓延状況＞　害菌発生状況調査と同時期に行った

シイタケ菌糸蔓延状況の調査結果を試験区ごとに表－２に示した。

１９９９年１２月の調査時で比較すると，シイタケ菌糸の蔓延率では７

月伐採の各試験区が表面および断面ともに低かった。絶乾比重で

は，９月伐採の試験区が他の試験区より高い傾向がみられた。

１９９８年１０月に調査を行った１１月伐採および１月伐採の試験区につ

いて，１９９９年１２月の調査と比較すると，表面の蔓延率の増加量よ

り断面の蔓延率の増加量が大きく，絶乾比重は低下していた。

＜子実体発生量＞　子実体発生のみられる秋から翌年の春までの

一連の期間を発生年次として，試験区ごとの子実体乾燥重量をほ

だ木材積１m３当たりに換算した結果を表－３に示した。３年間

の合計では，Ａ区およびＣ区が大分県の平均的なほだ木一代当た

りの発生量１５kg／m３と同等の発生をしており，他の試験区より多

かった。５月，７月および９月伐採の試験区については発生量が

少なく，大分県の平均的なほだ木からの１年次の発生量と同程度

であった。

＜相関分析＞　害菌発生状況，１９９９年１２月のシイタケ菌糸蔓延状

況および３年間の子実体発生量の合計値を用いて，それぞれの要

因間の単相関係数を算出し表－４に示した。害菌による試験区の

被害程度と害菌の種類の関係については，クロコブタケで正の相

関がみられ有意差が認められた。害菌間の関係では，シトネタケ

とクロハナビラタケの間に負の相関がみられ有意差が認められた。

ほだ木材表面のシイタケ菌糸蔓延では，クロコブタケおよびシト

ネタケの間に負の相関がみられ有意差が認められた。材断面でも

同様に負の相関傾向がみられたが，有意差が認められたのはシト

ネタケの被害本数率のみであった。クロハナビラタケについては，

表面および断面ともに正の相関傾向がみられたが有意差は認めら

れなかった。絶乾比重については，すべての要因について明らか

な相関はみられなかった。子実体発生量に関しては，表面および

断面の菌糸蔓延との間に正の相関がみられ有意差も認められたが，

害菌については，クロコブタケの被害程度との間に負の相関傾向

がみられたものの有意差は認められなかった。

　以上の結果から，原木の伐採時期を大きく変更した場合には，

初期の子実体発生量に負の影響を与えることが明らかとなった。

一方，１１月および１月の伐採であれば，伐採直後の種菌接種でも
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表－１．害菌発生状況
被害本数率（％）被害程度

クロハナクロコブシトネ（％）
ビラタケタケタケ��２）

８３５５３０１３２５　Ａ１）

９３３５５２６２７Ｂ
１８３８３２６２４Ｃ
７５３８０１５１３Ｄ
９８５０５２７２６Ｅ
１００７８２３２３２９Ｆ
９３１００１５３８３７Ｇ
０３０６０１９１０Ｈ
１０９８３８３３２２Ｉ
０９８５０６６４２Ｊ
０９５４８２３２６Ｋ
７４２３３１３－３）Ｌ
３７１７５１１２－Ｍ

１）試験区：Ａ区；１１月月無散水，Ｂ区；１１月ビニール２０日，
　　Ｃ区；１月無散水，Ｄ区；１月ビニール２０日，Ｅ区；１月ビニール４０日，
　　Ｆ区；５月ハウス３回，Ｇ区；５月ハウス１回，Ｈ区；５月室栽２回，
　　Ｉ区；７月ハウス３回，Ｊ区；７月ハウス１回，Ｋ区；７月室栽２回，
　　Ｌ区；９月ハウス３回，Ｍ区；ハウス１回
２）調査時期：�；１９９８年１０月，�；１９９９年１２月
３）未調査

表－２．　シイタケ菌糸蔓延状況
絶　乾断　面表　面
比重（％）（％）

������２）

０．３１０．５３５３２６５４５６　Ａ１）

０．３９０．５２６７２６６７５７Ｂ
０．４００．５７６９２１８９５１Ｃ
０．４２０．５５３３３１４６７０Ｄ
０．４１０．５５４３１６４２３７Ｅ
０．３８－４３－３２－３）Ｆ
０．３７－６１－２９－Ｇ
０．３３－４０－２６－Ｈ
０．３３－２４－１４－Ｉ
０．４３－１６－９－Ｊ
０．４３－１６－７－Ｋ
０．４７－４０－５６－Ｌ
０．４５－２７－２３－Ｍ

１）試験区：Ａ区；１１月月無散水，Ｂ区；１１月ビニール２０日，
　　Ｃ区；１月無散水，Ｄ区；１月ビニール２０日，Ｅ区；１月ビニール４０日，
　　Ｆ区；５月ハウス３回，Ｇ区；５月ハウス１回，Ｈ区；５月室栽２回，
　　Ｉ区；７月ハウス３回，Ｊ区；７月ハウス１回，Ｋ区；７月室栽２回，
　　Ｌ区；９月ハウス３回，Ｍ区；ハウス１回
２）調査時期：�；１９９８年１０月，�；１９９９年１２月
３）未調査



子実体発生量に影響はみられなかった。また，通常の原木作業で

は伐採後３０～６０日程度の葉枯らし後玉切りおよび種菌の接種作業

を行うことから，伐採時期が１１月から翌年の１月の範囲であれば，

伐採時期が子実体発生量に与える影響は小さく，原木の伐採時期

を調整することが可能と考えられる。

　原木伐採直後に種菌接種を行ったほだ木における仮伏せの影響

については，子実体発生量を含め効果はみられなかった。これは，

５月から９月の原木伐採時において伐採直後に原木から多量の樹

液の流出が確認され種菌接種時の原木の含水率が高かったと推定

されるに加えて，仮伏せの方法が水分を供給する形式であったこ

とが原因の一つと考えられる。原木伐採時期の範囲を拡大するた

めには，このような高含水率の原木の管理について検討を行って

いく必要があると考える。

　害菌の発生については，１９９８年１０月と１９９９年１２月の調査で害菌

の被害程度に差が認められなかったことから，材表面におけるシ

イタケ菌糸蔓延の場合と同様に（石井，１９９３）害菌による被害程

度も種菌接種年内に決定されることが考えられ，ほだ木育成のた

めの初期の管理の重要性が再確認される。

　クロハナビラタケの発生が高頻度でみられたが，子実体発生量

との間には相関はみられず，与える影響は少ないと考えられる。

しかし，内樹皮部において黒色の変色がみられたことおよび二次

的被害も考えられることから，害菌として取り扱うことが妥当だ

と考えられる。また，シトネタケの発生と負の相関が認められた

ことから，菌の性質としては乾燥を好まないタイプと推定される。

Ⅳ．おわりに

　今回の試験結果では，原木供給を円滑に行うための伐採時期の

変更について，明らかに有効な結果は得られなかったが，伐採時

期の幅を拡大できる可能性はみいだせたと考えられる。また，伐

採時期を大幅に変更してもシイタケ生産が可能な結果が得られ，

伐採後の原木の管理および仮伏せの方法などを検討することに

よって通常の場合と同等の生産の可能性も考えられる。今後は，

原木供給事業を定着させる上で必要なこれら栽培技術について検

討を行っていきたい。
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表－３．子実体発生量
個　重合　計３年次２年次１年次
（g/ 個）（kg/m３）（kg/m３）（kg/m３）（kg/m３）
２．５７１５．１７３．０５４．８４７．２８　Ａ１）

２．５７１０．０５４．０８４．２２１．７５Ｂ
２．７４１４．９９４．４５５．９７４．５７Ｃ
２．９５７．７０２．７０３．７５１．２５Ｄ
２．９９９．１７３．５５３．７３１．８９Ｅ
３．１５５．８２１．８７１．９１２．０４Ｆ
３．２９６．１０２．３７１．６１２．１２Ｇ
３．１２６．８４２．５４２．１４２．１６Ｈ
３．１４４．７９２．７１１．６３０．４５Ｉ
３．０６４．０５２．６１１．３００．１４Ｊ
３．３４６．７８２．７９２．４５１．５４Ｋ
３．７１４．０７３．７４０．６３０．００Ｌ
３．４１６．６９３．３７３．２４０．０８Ｍ

１）試験区：Ａ区；１１月月無散水，Ｂ区；１１月ビニール２０日，
　　Ｃ区；１月無散水，Ｄ区；１月ビニール２０日，Ｅ区；１月ビニール４０日，
　　Ｆ区；５月ハウス３回，Ｇ区；５月ハウス１回，Ｈ区；５月室栽２回，
　　Ｉ区；７月ハウス３回，Ｊ区；７月ハウス１回，Ｋ区；７月室栽２回，
　　Ｌ区；９月ハウス３回，Ｍ区；ハウス１回

表－４．　各要因間の相関係数および検定結果
シイタケ菌糸蔓延状況害菌被害本数率個別害菌被害程度害菌被害程度

発生量比重　断面　表面クロハナビラタケシトネタケクロコブタケクロハナビラタケシトネタケクロコブタケ��１）

－０．２１２０．３１６－０．０１３－０．２１１０．１３１０．００９０．６６９０．２６００．３７６０．７１２０．７６７－�

－０．３２３０．０１６－０．２１３－０．３７２－０．３０４０．２０４０．６７７－０．１６８０．４０５０．８８０－＊＊２）�

－０．５８７０．２２７－０．５９４－０．６８９－０．４５８０．５６８０．８０２－０．３５５０．７４０－＊＊＊クロコブタケ
－０．２４９－０．１４９－０．５９９－０．６０５－０．５０６０．７９９０．５８２－０．４９５－＊non．non．シトネタケ
０．１０９－０．００３０．５４３０．２９２０．９４４－０．６２２－０．１２１－non．non．non．non．クロハナビラタケ
－０．３２２－０．２５４－０．３１８－０．５９２－０．１８３０．２６５－non．non．＊＊＊＊クロコブタケ
－０．３２１－０．２１４－０．６２４－０．７５２－０．６９４－non．＊＊＊non．non．non．シトネタケ
０．１８８－０．０１５０．５４５０．４１８－＊＊non．＊＊non．non．non．non．クロハナビラタケ
０．７１６０．００６０．８２２－non．＊＊non．non．＊＊non．non．表　面
０．６４６－０．３０１－＊＊non．＊non．non．non．non．non．non．断　面
－０．３５６－non．non．non．non．non．non．non．non．non．non．比　重
－non．＊＊＊non．non．non．non．non．non．non．non．発生量

１）調査時期：�；１９９８年１０月，�；１９９９年１２月
２）判定結果：＊＊；１％以下の危険率で有意，＊；５％以下の危険率で有意，non．；有意差なし

（２００２年１２月１３日　受理）


